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権であったインドネシアのスハルト体制と比較してみれば一目瞭然だろう。例えば、スハルト体制崩壊の五年前にあたる一九九三年の第六次開発内閣では、全閣僚三八人のうち現役将校は二人ときわめて少なかった。他にも、一九五〇年代から一九七〇年代にかけて、第三世界に多くの軍事政権が存在したが ミャンマーほど軍人によって政府の要職が占められているケースは軍 成立 初期を除けば皆無である。ミャンマーでは、こうした状況が一九八八年のクーデタから二〇年間、一九六二年のクー 数えれば四六年にわたって続いており、通常の事例から大きく逸脱した軍政なのである。
　ただ、 それを「逸脱」と感じるのは、 我々









は四 ・ 三％まで下がっている。 その後も四％台で推移しており、当時のビルマの経済発展が決して順調でなかったことを考えると、一九四八年の独立以来、軍事予算はきわめて限られたものだったことがわかる。
　このように軍政でありながら軍事費の抑





























うに、長年国軍の主要な任務となってきた国内反政府勢力との戦闘につ ては、一九九〇年代に入って続々と停戦合意が結ばれた。 内戦という点で言えば、 ミャンマーは独立以来最も平和な時代を現在迎えてると言ってよい。
　ただしそれは、上記のよ な国 の軍備








当時、国軍情報局長にしてＳＬＯＲＣ第一書記だったキン・ニュ 将軍である。彼は、丸腰で部下数人のみを引き連れ 敵陣に赴き停戦の話し合いを行うなど、積極的に停戦交渉にかかわったといわれる。 キン ・ ニュン自身は一九八三年に情報局長に就任して










のではない。本来であれば、 の合意と並行して、民族間の不平等や対立を緩和するため 制度構築が必要とさ 。これは政治の役割である。冒頭にも書いたように、ビルマ国軍が政治勢力でもある以上、民族問題を平和的に解決す ため 制度作りもまた彼らの役割となるはずである。
　しかし、今年五月に制定された新憲法を




と言われていたキン・ニュン首相（当時）が二〇〇四年末に失脚すると、諜報機構の再編が実施さ 、諜報系の有力将校たちがそろって軍内から姿を消した。強硬派が多くを占める作戦系将校たちがますます力を強め、いまのところ、その頂点にあ タン・シュエ議長の権力基盤はますます盤石になっているように見える。その結果だろうか、昨今、タン・シュエの独裁がずいぶんと目立つようになった。二〇 五年末からのネーピードーへの首都移転はその典型例だと言ってよい。
　とはいえ、タン・シュエは一九三三年生









国軍拡大は陸軍歩兵大隊 強化 第一の優先課題として進められた。それに もなって、士官の数も一九九〇年代には大幅に増えていて、四年制の士官学校 一年二五〇人超の候補生を受け入れるようになった。
　このとき任官した将校も、年長のもの







主化問題は、軍人たちにとってはそれほど重大な争点ではない。しかし、自身の将来の地位とそこに付随する利権を考 るうえでは、今後の政治日程は彼らにとって 重要であろう。今後数年 体制改革をきっかけに軍内政治が不安定化すれば、それが直接、国内政治 変化につながることもられる。やや希望的観測ではあるが、そういう目で見るとミャンマー政治も少し違う見方ができ だろう。
（なかにし 　よしひろ／アジア経済研究所地域研究センター）
??
ミャンマー軍政の20年─何が変わり、何が変わらなかったのか
